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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第14期
第３四半期
累計期間

第15期
第３四半期
累計期間

第14期
第３四半期
会計期間

第15期
第３四半期
会計期間

第14期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 4,076,0872,421,7811,362,448797,4185,242,933

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
79,068△206,710 43,976 △29,642 203,866

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
37,594△152,293 25,525 △18,959 106,423

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） － － 377,525 377,525 377,525

発行済株式総数（株） － － 39,753 39,753 39,753

純資産額（千円） － － 1,340,4601,161,5881,409,289

総資産額（千円） － － 3,025,9342,941,4403,204,193

１株当たり純資産額（円） － － 33,719.7329,220.1635,451.14

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

945.71△3,830.98 642.11 △476.93 2,677.12

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
945.26 － － － 2,676.25

１株当たり配当額（円） － － － － 2,400

自己資本比率（％） － － 44.3 39.5 44.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△163,759△136,716 － － △30,294

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△629,437 △1,275 － － △569,437

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
428,708 24,097 － － 650,324

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 402,138 703,325 817,219

従業員数（人） － － 866 822 827

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

　　　　３．第14期第３四半期会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため、また第15期第３四半期累計期間及び第15期第３四半期会計期間の潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため

記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　

　

　

　

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

 

 

 

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人）     822

　（注）従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社の主たる業務は、機械、電気・電子、ソフトウエアの設計開発などの技術提供サービス事業であり、提供する

サービスの性格上、生産実績になじまないため、記載を省略しております。

(2）受注状況

　当社のアウトソーシング事業はその形態から受注金額と販売金額がほぼ同等となるために、記載を省略しており

ます。

(3）販売実績

　  当第３四半期会計期間の販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。

アウトソーシング事業

当第３四半期会計期間 
（自　平成21年10月１日
　　 至　平成21年12月31日） 

売上高（千円） 構成比（％） 前年同四半期比（％）

事

業

区

分

輸送用機器関連 294,149 36.8 △42.7

機械関連 52,258 6.6 △56.6

情報通信・精密機器関連 180,125 22.6 △42.0

電気電子機器・半導体回路関連 214,119 26.9 △36.9

情報処理・ソフトウエア関連 56,766 7.1 △27.8

合　　計 797,418 100.0 △41.5

　（注）１．本表の金額には消費税等は含まれておりません。

２．総販売実績に対する販売実績の割合が100分の10以上の相手先が存在してないため、主な相手先別の販売実

績等の記載は省略しております。　 

 

２【事業等のリスク】

当第３四半期会計期間において新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 
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３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当第３四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1)業績の状況

  当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、国内外における緊急経済対策の影響により、持ち直しの動きが一部

ではみられましたが、依然として雇用情勢の悪化や個人消費の低調が続くなど厳しい状況で推移いたしました。

顧客企業においては輸出・生産などに改善の動きが見られるものの、収益確保へ向けた人員及びコストの抑制や新

規プロジェクトの抑制など、未だ積極的な開発投資へ転じているとは言えず厳しい状況が続いております。

このような状況の中で、技術者へのより実践的な技術教育、首都圏における営業力強化、有力業種への営業展開の推

進を実施いたしました。受注状況は徐々にではありますが回復傾向にあり、輸送用機器関連や電子機器関連、半導体回

路関連での展開が進みました。これにより当第３四半期会計期間における技術者の稼働率は57.8％（稼働率(％)＝稼

働技術者数/技術社員総数＊100であり、期間の月末人数を累計した数値により算出しております。）と概ね予想通り

の結果となりました。また、政府の緊急雇用対策である雇用調整助成金の申請を引き続き行っております。

これらの結果、当第３四半期会計期間の売上高は797,418千円（前年同四半期比41.5％減）、売上原価は840,450千

円（同25.4％減）、販売費及び一般管理費は142,337千円（同25.6％減）、営業損失は185,368千円（前年同四半期営

業利益45,180千円）、経常損失は29,642千円（前年同四半期経常利益43,976千円）、税引前四半期純損失は29,642千

円（前年同四半期税引前純利益43,976千円）、四半期純損失は18,959千円（前年同四半期純利益25,525千円）となり

ました。売上原価は、売上高の減少が大きく起因し、売上高に対する構成比率は105.4％（前年同四半期比22.8ポイン

ト増）となりました。また、販売費及び一般管理費は、人件費の圧縮、採用関連、その他経費を徹底的に圧縮することで

前年同四半期比25.6％減に抑えたものの、売上に対する構成比率は17.8％（前年同四半期比3.8ポイント増）となり

ました。また、雇用調整助成金につきましては163,230千円を営業外収益に計上しております。

　 

(2) キャッシュ・フローの状況

 　 当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、703,325千円となり

　ました。なお、前年同四半期会計期間末における資金の残高は402,138千円でありました。

    当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

   (営業活動によるキャッシュ・フロー)

    営業活動の結果使用した資金は、5,503千円となりました。これは税引前四半期純損失の計上、賞与引当金の減

　少等のマイナス要因が、未収入金の減少等のプラス要因を上回ったことによります。なお、前年同四半期は80,419

　千円の資金を使用しております。

  （投資活動によるキャッシュ・フロー）

    投資活動による資金の獲得または使用はありませんでした。なお、前年同四半期は112,649千円の資金を使用し

　ております。

  （財務活動によるキャッシュ・フロー）

　  財務活動の結果得られた資金は、296,653千円となりました。これは借入金の返済等の減少要因があったもの

　の、借入れによる収入額がこれを上回ったことによります。なお、前年同四半期は268,577千円の資金を獲得して

　おります。

 

(3)事業上及び財政上の対処すべき課題

 　当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　　(4)研究開発活動

　　　 該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 135,000

計 135,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 39,753 39,753ジャスダック証券取引所

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 39,753 39,753 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成16年10月19日臨時株主総会決議（第２回新株予約権）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個） 8

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 72

新株予約権の行使時の払込金額（円） 33,334

新株予約権の行使期間
自　平成18年10月20日

至　平成23年10月19日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 33,334

資本組入額　　16,667

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権

者」という。）は、権利行使時において当社の取締役、

監査役又は従業員いずれかの地位を保有しているこ

と、あるいは、当社と顧問契約を締結している場合に

限る。ただし、定年退職その他取締役会が正当な理由

があると認めた場合は、この限りではない。

②新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株

予約権を行使することが出来る。

③その他の条件は、本総会決議及び取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約

権割当契約書」に定めるところによる。

④新株予約権者は、当社普通株式にかかる株券が上場も

しくは店頭登録された場合に限り、新株予約権を行使

することが出来る。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要

する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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　（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整

し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後

払込金額
＝
調整前

払込金額
×

１

分割・併合の比率

又、新株予約権発行後時価を下回る価額で、新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合（新株予約権

行使の場合は除く。）は次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数

は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

払込金額
＝
調整前

払込金額
×

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。さらに、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継

される場合、又は、当社が会社分割を行う場合、並びに、当社が完全子会社となる株式交換又は株式移転を行

い本件新株予約権が承継される場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

２．平成18年９月１日付及び平成20年４月１日付でそれぞれ１株を３株に分割したことにより、「新株予約権の

目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年10月１日～

平成21年12月31日
－ 39,753 － 377,525 － 337,525

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。　
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  39,753　 39,753 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 39,753 － －

総株主の議決権 － 39,753 －

②【自己株式等】

 平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

－ － － － － －

-計 － － － － －
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 24,10024,60032,20031,80028,10028,00026,25023,50023,900

最低（円） 20,01022,00024,70025,00024,80024,10021,70020,50021,300

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日
取締役 総務部長兼人事部長　 取締役 総務部長兼人事部担当 石榑　享司 平成21年12月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20

年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20

年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成

21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社には子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 703,325 817,219

受取手形及び売掛金 386,980 593,488

仕掛品 10,517 5,536

貯蔵品 67 230

前払費用 27,356 28,816

繰延税金資産 36,754 104,811

未収還付法人税等 － 75,532

その他 114,078 10,385

流動資産合計 1,279,080 1,636,020

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 422,943 438,337

構築物（純額） 3,511 4,065

車両運搬具（純額） 1,994 2,901

工具、器具及び備品（純額） 4,486 6,869

土地 968,009 968,009

有形固定資産合計 ※1
 1,400,945

※1
 1,420,183

無形固定資産

ソフトウエア 4,589 5,982

施設利用権 1,897 1,923

無形固定資産合計 6,486 7,905

投資その他の資産

投資有価証券 7,000 7,000

長期前払費用 1,962 2,848

繰延税金資産 202,802 80,797

会員権 2,130 2,130

差入保証金 42,833 49,106

貸倒引当金 △1,800 △1,800

投資その他の資産合計 254,928 140,082

固定資産合計 1,662,360 1,568,172

資産合計 2,941,440 3,204,193
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 98 242

短期借入金 340,000 214,000

1年内返済予定の長期借入金 275,040 275,040

未払金 60,885 13,639

未払費用 292,474 322,143

未払消費税等 － 25,210

預り金 35,741 23,227

賞与引当金 81,076 240,166

その他 1,673 1,888

流動負債合計 1,086,988 1,115,558

固定負債

長期借入金 470,680 476,960

退職給付引当金 151,159 138,398

役員退職慰労引当金 71,023 63,986

固定負債合計 692,863 679,345

負債合計 1,779,851 1,794,904

純資産の部

株主資本

資本金 377,525 377,525

資本剰余金 337,525 337,525

利益剰余金 446,538 694,239

株主資本合計 1,161,588 1,409,289

純資産合計 1,161,588 1,409,289

負債純資産合計 2,941,440 3,204,193
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 4,076,087 2,421,781

売上原価 3,425,808 2,546,344

売上総利益又は売上総損失（△） 650,278 △124,562

販売費及び一般管理費

役員報酬 64,249 52,747

給料及び賞与 207,825 193,380

賞与引当金繰入額 29,833 18,954

退職給付引当金繰入額 1,224 1,096

役員退職慰労引当金繰入額 8,658 7,036

法定福利費 37,212 33,808

採用費 27,132 2,112

旅費及び交通費 15,366 11,011

支払手数料 40,015 32,951

地代家賃 54,360 32,282

減価償却費 6,203 5,569

その他 77,250 41,595

販売費及び一般管理費合計 569,331 432,545

営業利益又は営業損失（△） 80,947 △557,108

営業外収益

受取利息 1,068 163

受取配当金 100 100

受取手数料 1,101 1,066

助成金収入 － 361,094

その他 347 2,450

営業外収益合計 2,618 364,874

営業外費用

支払利息 4,497 9,476

支払手数料 － 5,000

その他 0 0

営業外費用合計 4,497 14,476

経常利益又は経常損失（△） 79,068 △206,710

特別損失

事務所移転損失 14,063 －

特別損失合計 14,063 －

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 65,004 △206,710

法人税等 ※1
 27,410

※1
 △54,417

四半期純利益又は四半期純損失（△） 37,594 △152,293
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 1,362,448 797,418

売上原価 1,125,863 840,450

売上総利益又は売上総損失（△） 236,585 △43,031

販売費及び一般管理費

役員報酬 21,499 17,790

給料及び賞与 69,265 65,359

賞与引当金繰入額 10,300 6,318

退職給付引当金繰入額 415 363

役員退職慰労引当金繰入額 2,893 2,364

法定福利費 12,519 11,340

採用費 5,515 26

旅費及び交通費 4,762 3,948

支払手数料 11,669 9,262

地代家賃 16,053 10,325

減価償却費 2,907 1,847

その他 33,602 13,389

販売費及び一般管理費合計 191,404 142,337

営業利益又は営業損失（△） 45,180 △185,368

営業外収益

受取利息 312 60

受取配当金 50 50

受取手数料 354 369

助成金収入 － 163,230

その他 0 129

営業外収益合計 716 163,840

営業外費用

支払利息 1,921 3,114

支払手数料 － 5,000

その他 0 0

営業外費用合計 1,921 8,114

経常利益又は経常損失（△） 43,976 △29,642

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 43,976 △29,642

法人税等 ※1
 18,450

※1
 △10,683

四半期純利益又は四半期純損失（△） 25,525 △18,959
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

65,004 △206,710

減価償却費 21,294 20,977

長期前払費用償却額 2,454 1,911

賞与引当金の増減額（△は減少） △158,012 △159,090

退職給付引当金の増減額（△は減少） 17,015 12,760

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8,658 7,036

受取利息及び受取配当金 △1,168 △263

支払利息 4,497 9,476

支払手数料 － 5,000

売上債権の増減額（△は増加） 38,288 206,507

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,895 △4,817

前払費用の増減額（△は増加） △9,896 1,568

差入保証金の増減額（△は増加） 8,327 9,302

その他の資産の増減額（△は増加） △12,737 △69,326

仕入債務の増減額（△は減少） △106 △143

未払費用の増減額（△は減少） 21,498 △29,685

預り金の増減額（△は減少） 37,245 12,513

その他の負債の増減額（△は減少） 37,356 △146

小計 75,824 △183,129

利息及び配当金の受取額 724 220

利息の支払額 △5,109 △9,568

支払手数料の支払額 － △5,000

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △235,198 60,760

営業活動によるキャッシュ・フロー △163,759 △136,716

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △629,077 △1,275

無形固定資産の取得による支出 △360 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △629,437 △1,275

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 237,280 126,000

長期借入れによる収入 324,000 200,000

長期借入金の返済による支出 △45,000 △206,280

配当金の支払額 △87,571 △95,622

財務活動によるキャッシュ・フロー 428,708 24,097

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △364,487 △113,894

現金及び現金同等物の期首残高 766,626 817,219

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 402,138

※1
 703,325
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

会計処理基準に関する事項の変更  助成金収入の計上基準の変更

　　当社は、当事業年度の第１四半期会計期間から雇用調整助成金の支給申請を

行っており、収入金額の客観性・確実性確保の観点から、支給決定時を収入

の計上基準としておりましたが、第２四半期会計期間より、労働局に対する

支給申請受理時を収入計上の基準とすることに変更しております。

　　この変更は、第２四半期会計期間において支給実績と申請金額とに乖離がな

く、申請した金額が助成金として支給されることに不確実性がないと合理的

に判断できるようになったこと、労働者への賃金負担額の一部を助成すると

いう制度趣旨に鑑みて、賃金計上時期と収入計上時期の相違を短縮し、より

適切な期間損益計算を行うために実施するものであります。

　　この変更により、当第３四半期累計期間における経常損失及び税引前四半期

純損失は、それぞれ52,897千円減少しております。

 

 

【簡便な会計処理】

　   該当事項はありません。

 

 

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠

く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成21年12月31日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、98,348千円で

　　あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、78,790千円で

　　あります。

 

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１　法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示して

　　おります。

※１　                 同左

前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※１　法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示して

　　おります。

※１　　　　　　　　　 同左

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

　　照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

　　照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成20年12月31日現在） 　（平成21年12月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 462,138

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △60,000

現金及び現金同等物 402,138

　

 （千円）

現金及び預金勘定 703,325

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 703,325
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（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年

12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　39,753株

２．自己株式の種類及び株式数

該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　

　

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 95,407 2,400 平成21年３月31日 平成21年６月29日利益剰余金
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成21年12月31日)

前事業年度末
 (平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 29,220.16円 １株当たり純資産額 35,451.14円

　

 

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 945.71円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
945.26

円

　

１株当たり四半期純損失金額
△3,830.98　円

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額
        

四半期純利益又は四半期純損失（△）　（千円）　 37,594 △152,293

普通株主に帰属しない金額　　　　　　（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
37,594 △152,293

期中平均株式数　　　　　　　　　　　 （株） 39,753 39,753

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額　         

四半期純利益調整額　　　　　　　　　（千円）　 － －

普通株式増加数　　　　　　　　　　　 （株）　 19 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－　 －　
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前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 642.11円 １株当たり四半期純損失金額 △476.93円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額
        

四半期純利益又は四半期純損失（△）　（千円）　 25,525 △18,959

普通株主に帰属しない金額　　　　　　（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
25,525 △18,959

期中平均株式数　　　　　　　　　　　 （株） 39,753 39,753

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額　         

四半期純利益調整額　　　　　　　　　（千円）　 － －

普通株式増加数　　　　　　　　　　　 （株）　 － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－　 －　

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月４日

株式会社ヒップ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 高　橋　廣　司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 安　田　弘　幸　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千　葉　達　也　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヒップの平

成20年４月１日から平成21年３月31日までの第14期事業年度の第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月

31日まで）及び第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヒップの平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四

半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月４日

株式会社ヒップ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 安　田　弘　幸　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千　葉　達　也　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヒップの平

成21年４月１日から平成22年３月31日までの第15期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月

31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヒップの平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四

半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

　「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第２四半期会計期間よ

り助成金収入の計上基準について支給決定時から労働局に対する支給申請受理時に変更している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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